












































国労働関係法(National Labor Relations Act)の法理が多く反映された点に特徴をみることが
できる｡また､これらの一般労働法理の影響のなかでも､多くの州に採用された｢排他的代表制｣
の原理は､ NEAとAFTという二つの教員団体を擁する公教育部門において､より重要な意味を
持つものとなった｡この勝者総取方式ともいえる代表方式が､ NEAとAFTの恒常的な競合の基
盤となったのである｡各州の教員団体交渉法に取り入れられたこの一般労働法の枠組みのもとで､
NEAは､これらに対応するための組織改革を求められたのである｡
第3章ではこれら各州の教員団体交渉の立法化に伴い､ 1970年代にかけておこなわれた､NEA
の方針と組織の改革について検討した｡ NEAが当初､独自の施策として採用していた｢専門的折
衝⊥ ｢専門的サンクション｣は､その後の決議の改正により､徐々に民間労働組合の手法としての
団体交渉やストライキ-と類似していくこととなる｡また､こうした新たな施策を実質化するた
めの組織改革についても､一般教員の幹部化や､統一メンバーシップの採用にみられるように､
NEAが被用者の利益を代表する｢組合｣としての性格を形成してきたことがみられた｡ 1973年の
代表者会議において採択された新綱領･新規約は､こうしたNEAの｢組合化｣施策をより推し進
め､その後のNEAの｢組合｣としての性格を決定づけるものとなったのである｡
第4章では､団体交渉にもとづく運動を定着させたNEAとAFTが､ 1980年代の教育改革提言
に如何なる対応を示したのかを検討した｡NEAとAFTは教育改革提言に対する異なる方針を示
すこととなるが､そこには､教員団体交渉をめぐる相互の競合関係が戦略の根底にあったことを
みることができる｡すなわち､ 『危機に立つ国家』をはじめとする1980年代の教育改革提言の多
くは､教員団体の利益獲得手段としての教育労働法制の枠組みや､交渉相手である学区教育行政
の存在を脅かすものでなく､その運動方針の転換をせまるものではなかったのである｡したがっ
て､ 1960年代以降に定着した教員団体の根本的な運動方式は1980年代においても継続されてい
たとみることができる｡
第5章では近年の教員団体における方針転換の直接的な契機となった各州の教育労働法制改
革に着目し､なかでも教員団体を原告とする訴訟が行われたミシガン州の事例を中心に分析を行っ
た｡一般労働法の影響を多分に受けたミシガン州公務雇用関係法(Public Employment Relations
Act)のもとで､同州の教員団体は強圧的な団体交渉やストライキなどを中心とした労働組合と
しての性格を強めてきた｡州公務雇用関係法の改正は､公立学校教員を一般の公務員として包摂
しなから､そこで保障される権利については公立学校教員のみに制限を与えるという法的特色を
示すものである｡このような区分の正当性について､州最高裁は､教員団体を労働組合として位
置づけながら､その権利の制限を認めたのである｡すなわち､一般労働法を基礎とする州法のも
とで形成された教員団体の労働組合としての性格が､現在の教育労働法制改革を正当化する根拠
とされているのである｡
第6章では､こうした近年の教育労働法制改革のもとで展開されている教員団体の専門職団体
化施策を､NEAとAFTがともに推進している同僚教員評価プログラムを中心に検討した｡NEA
とAFTの構想する同僚教員評価は､教員団体が学区教育行政との共同関係のもとに､教員の資質
と公教育の質における自らの責任を果たそうとする､教員団体の運動の新たな局面を示すもので
ある｡一方､同僚教員支援評価の導入に伴う労働法上の問題は､一般労働法による影響を多分に
受けてきた教育労働法制が､教員団体の専門職団体化施策をむしろ阻害する要因となりうること
を示していた｡そこには､教員団体交渉制度が､教員の身分､労働条件の保障に重要な役割を果
たしながらも､それを一般労働法理にもとづいて保障してきたことの限界性が示されていたとい
える｡ -
第7章では　教育労働法制の間接的な改革ともいえる公教育の市場化･脱規制化状況における
教員団体の運動の特色を､ NEAとAFTのチャーター･スクール(以下､ CS)対策をもとに分析
した｡ CSは､その推進者により､団体交渉協約を中心.とした厳格な規制や教育行政の官僚制から
教員を解放し､その専門職性を高めるものとして提唱されてきた｡しかしながら実際には､これ
らの規制からの解放が､教員の身分保障と労働条件の不安定な構造を生み出すことが示されてい
る｡教員の身分が不安定な中でのCSの自律性は教員の専門職性に順接的に働くものではなく､
むしろCSの創設者や経営者の価値観によって教員の専門的判断が弱められるおそれがある｡NEA
とAFTは､ CSの教育内容面における高い自律性を認める一方で､教員の身分保障､労働条件の
確保といった条件を提示しているが､本論では､それらが教職の専門職性を充実させる上で求め
られる一種の基準を示すものであることを指摘した｡
〈論文審査の結果の要旨)
教員団体の研究においてはその組織構成や具体的施策とともに､教員団体の活動を支えあるい
は規制していく法制面の分析が課題となる｡本論文は､米国の二大教員団体であるNEAとAFT
の1960年代以降の活動を､教育労働法制との関係において明らかにしたものである｡本研究のお
もな成果は､次のとおりである｡
第一に､ 1960年代初めの教員の団体交渉をめぐるNEAとAFTの法制度論を分析し､両者の相
違を一般労働法制との関係において示すとともに､教員の団体交渉に係る州法の特徴を明らかに
したことである｡具体的には､自らを専門職団体と位置づけるNEAが一般労働法とは異なる公教
育部門独自の法制度を求めたのに対して､自らを労働組合と位置づけるAFTは一般労働法と同様
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の法制度を求めたこと､そして､この対立のなかで成立した教員の団体交渉に係る各州法は多様
性がみられるものの一般労働法である全国労働関係法の影響を強く受けるものであったことであ
る｡
第二に､この各州における教員団体交渉の立法化に伴うNEAの方針転換並びに組織改革のプロ
セスを詳細に跡づけたことである:具体的には､組織内での教育行政官との協調が求められた｢漸
進的改革期｣から､一般教員が幹部職を担うようになる｢本格的改革期｣を経て､新綱領･新規
約の制定･実施に至る組合化の過程の解明であり､このNEAの組合化は一一般労働法の影響を受け
て導入された｢排他的代表制｣の下でのAFTとの競合関係における組織改革であった｡
第三に､ 1990年代以降の教育労働法制改革の内容と教員団体の活動の新たな展開を明らかにし
たことである｡具体的には､公立学校教員の労働基本権の制限を内容とする法改正が進行してい
ること､このようななかで教員団体は専門職団体化施策を推進するが､一般労働法の影響を受け
た教育労働法制がその施策を妨げる要因ともなりうること､また､教育労働法制の間接的改革と
もいえるCSに対しては､教員団体は教育内容面での自律性を評価する一方で教員の身分保障の確
保の必要性を示していることである｡
CSにおける教員の専門的自律性と身分保障の問題は､今後より多くの事例の調査によって分析
を深めていく必要がある｡また､規制改革に対する教員団体の対応を､より大きなネオ･リベラ
ルの改革の文脈に位置づけていくことも課題となる｡このような課題は残るが､これまで個別的
な分析にとどまっていた米国の二大教員団体の活動を､ 1960年代から現代まで教育労働法制との
関係においてとらえ直し､以上の点を明らかにしたことは高く評価できる｡
よって､本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める｡
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